
書式菫■2号 (法第28条口係)

事 業 報 告 用

令和5年度 事 業 報 告 書

登:=担当翡ヨ圏塾』室瞳だ匹艶匹塁.L″壁盟_

ユ 事二の威果
令和5年度は.レス:lング大会や手ャllテイープロレスに積極的に●コし、尊金活働

=日
田しました。

=
れらの活動時。口がい者がレス|:ングを体験でする●会

=提
供する,="のtので、多くの支援をいただき

ましlL。

ま13.=れらの活動を通して、日がい者のスポーツ参

“

a菫口性を広く社会に

“

たる書覺活動t行日本

した。ホームページや各■メディアを通じて、費々の活動をその目的t広く伝える
=と
ができました。

=れ
らの活動13。 社会全体0理解ヒ支援を得て初

"で
可能鴻 宅のです。今後t引き綺や、日がい者

のスポーツ参加を推遣しs社会の理解と支援t広りfていく,3"の活動を目田してまいります。

2 事彙の実施に目する事項
(■ )特定非営利活動E係る事彙 く事彙■0総費用 【87■】千円)

定歌に配鵬

された

事業名
=彙
内客 日時 場所

従事者

人餞

受益

対象書

籠日

受盤

対●者

人数

事彙費

(千円)

口がい者に対

するスポーツ

事
=

身体障がい者に対しても

レスllングや格■技全般

=指
導する。

6月 2■日

6月 28日

綺ホ県

足利市

群島県

邑楽町

3人

レスllン

グにつ01

て日心の

ある市民

30人 20

障がい者に日

する一般社会

の理解をよ可

澤

"る
た●0

広報・ 書発・

普及事彙

レス:lング大会やチャ1,

ティープロレスに参加

し、薔全活動■行い、モ

の活動を目的
=ホ
ーム

ページやメディアを通じ

て広

"る
。

6月

■0月

■■月

■2月

レス ll

ング大

会やイ

ンター

ネッ ト

メディ

ア

3人
―般市民

及ザ団体

■,00
0人
743

′fラ スポーツ

に目する普及

書発及び競技

者の支援事彙

実籠奪し ■ 08



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度

事業報告用

活動計算書 (その他事業がない場合 )
特定非営利活動去人
日本障がい者レスリング連盟

(単位 :円 )
小計・合計科 目   金  饉

1 受
０

∞

正会員受取会費

贅助会員●取会費

500.1602 受取審腑奎
受取寄附企

170.

]70.(XX,

3 受取助成金守
受験民間助,■金

障がい者に対するスポーツ事業収益
暉がい

`に
鱈する一般社会の理解をより沢めるためのよⅢ 零奎

パラスポーツ|こ関する普及啓発及び競技者の支援事業収益

4

普及事業 1lι益

5 その

収  益
B 用

(2)そ 8711
会議■

旅費交通費

通信運搬費

消耗品齋

印尉!製本,
諸会費

107.0001

258.0001

３

“

１５

る

畑
躙
抑
卿
一押

(1)人

(2)そ
支払手数||

通信澪搬贅

消耗品賢

印刷製本質

減価償却費

交際費

42.

27.

80,

000`

0(К :

8.250

68.388

3,300

229

用 1 1

期 経 常 増 濱 饉 A B △417

C

外

△417

C D

⑤

法人種.イ嘲 及び事業,
前期繰越 1:眸財産額 ・・

△4,7

財引 前 当 期 正

翔 線 越 正 妹 財 産 薇 ③―④+⑤

r



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事業報告用

特定非営利活動法人
日本障がい者レスリング連盟

日

】

492.1

現金預金

流動資産合計 ① 492.144

136.61

136,6121

(2)

2,653,000

2

形

の

【A】 資 産 合 計 ①+②
2 789 61

長期前払費用

(3)

3.281,7

(1)有形固定資産
I:共器具備品

その

A の

3.699.

3,699,000長期借入金

△
ロ

の

2

〈
ロ

+

1

B-1

lB- 2

△417.244正 味 財 産 合 計

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 3.281.756

0

△ 417,244当期正味財産増減額



式 16 法 28条

令和 5年度  計算書類の注記 事業報告用

特定非営利活動法人日本障がい者レスリング連盟
重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準
(2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は低価法により評価しています。原価は平均法により算出しています。

によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。
0引 当金の計上基準
貸倒引当金は、過去の実績、および滞留状況を基準に計上しています。

(・ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。
また計上額の算定方法は「3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」
(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

事業別損益の状況

に記載しています。

つ
“

科 目
障がい者に
対するスポ
ーツ事業

関する一般
社会の理解
をより深め
るための広
報・啓発・
普及事業

者障がし
パラスポー
ツに関する
普及啓発及
び競技者の
支援事業

事業部門計 管理部門 合計

7,500

506,160

170,000

0

0

7,500

506,160

170,000

0

0

7,500

506,160

170,000

0

0

683,660 683,660 683,660

０

０

０

０

０

0

6,000

0

37,000

0

40,000

0

25,000

0

108,000

115,500

107,000

275,480

258,000

3,700

86,500

0

25,000

0

871,180

8,250

0

3,300

0

27,000

80,000

68,388

0

42,786

229,724

123,750

107,000

278,780

258,000

30,700

166,500

68,388

25,000

42,786

1,100,904

，
“

〈
υ
Λ
Ｖ

115,500

81,000

275,480

221,000

3,700

46,500

0

0

0

0

743.180 108.000 871,180 229,724 1,100,90420,000

△ 59.520 △ 108,000 △  187,520 △ 229,724 △ 417,244

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

I 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

印刷製本費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

減価償却費

諸会費

支払手数料

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 △ 20,000



内容 金額 算定方法

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

円

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

単 円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給与手当、退職給付費用、福利厚生費及び旅費交通費
については従事割合に基づき核分しています。

その他の事業に係る資産の状況

8

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

取得 減少  l期末取得価額l減価償却黒計額期末帳簿価額科 目 期首取得価額
ｌ

Ⅵ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ 」
205, 68,388 136,612205,000

205.000 ol 2os. oool 68.388 136,612

有形固定資産

工具器具備品

無形固定資産

投資その他の資産

合計

当期返済 期末残高科 目 期首残高 当期借入

3,699,0()0 3,699,000

3,699,000 3,699,000

長期借入金

合計

科 目
計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条 関係 )

令和 5年度 財産目録
事業報告用

特定非営利活
日本障がい者

勁法人
レスリング連盟

の

動責産
402.i44

402. 1

現

稚 貪行普通猥金

492.144資産合

`+

①

1

■具器具備品
′ヽ ソコ ン

t36,6I2i
1:,6.(,12

|

|

3

長期前払費用

翻立費
開来費

2.653.000

2.l13.

540.

∞ ol

000

【A】 資 産 合 計 ①+② 3.281

-1 の

1

長期僣入金

it員倍入金

∞01

|

|

|

(,99, 00(|

A

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3.699
|

【B-2】 正 蛛 財 産 合 計 【A】 ― :B-1】 △417

)



書式
=■
8号 《法第28条口係)

令和 5年度年間役員名簿 Jl:鷲騒lさら`踏郷撫撃舌雲競醐離般t軽、テ所菫
豊菫担期翡蜃闘込Л▲瞳麹四亀菱聾じ型聾盟

ユ 確麗事項 (法第20条及び第2■条■■日の上、チェッタを入れてください。)

目彗石11号賢螢姦鶴源農磨ご嘉震む専れ だ「 1皇1昔
=鍋

L係)

2 役員―覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏  名

前事業年度内の
就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

1 理事
|・

監事

カツヤマ ソ
イチ

勝山 宗一

令和 5年 3月 27日

令和 5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

2 で`簑ッ・監事
7A+ t t1 Y

鈴木 浩

令和 5年 3月 27日

令和 5年 12月 31日

年  月  日

年 月 日

3
(理
事、監事

マツイ ミチオ

松井 道雄

令和 5年 3月 27日

令和 5年 12月 31日

年

年

月   日

月 日

4 理事 ,監事
'

ケンモツ ヨウ
スケ

靱持 洋祐

令和 5年 3月 27日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

5 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

6 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事
年

年

月   日

月   日

■   月   日

年  月  日

10 理事・監事
年1   月   日

年 月 日

年  月  日

年  月  日

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人旦杢回堕工望塾滋型ム22連盟

氏    名

1
勝山 宗―

2
鈴木 浩

3
餌持 洋祐

4 谷津 嘉章

5
面 田 友美

6 高木 宥大朗

7 山崎 友之

8 平野 洋一

9 柴田 惣―

10 吉田 和則

11
鳥海 カ

12

長嶋 誠司



13 島田 宏




